














































一．サウサンプトン *期 (1660-67 年 )・・・復古王朝財政の確立と第2次英蘭戦争
























































なければならなかった。1660 年ミッドサマー・デイ（6月 24 日）時点で、陸軍兵士（soldier）





年ミッドサマー・デイからの「3か月月割査定税」（の一部）、1660 年 8 月の「人頭税」、1660
年 11 月 1 日からの「2か月月割査定税」、1661 年 1 月 1 日からの「6か月月割査定税」を承認









軍兵士の未払い給与の支払が優先されたので 1661 年 2 月までにその支払いは完了した。未払
い分支払いに要した期間の給与も支払はなければならなかったから、当初の見積を上回る額が
軍解散用供与から支払われた。陸軍優先は海軍の負債返済を圧迫した。海軍の抱える負債は、




散委員会は、1658 年 3 月 14 日以前の未払い分の支払い拒否を決め、これによって全艦隊 109
艘のうち任務解除される 73 艘の兵士給与未払分の「皆済」が可能となった。ここで 4つの税
収からなる軍解散資金は底をついた。①王立艦隊として引き継がれた 36 艘について、15 万ポ
ンドの給与が未払いのまま残った。（王立艦隊への移行後は軍解散資金からではなく正規の海
軍予算から支払われた。）②さらに、海軍の造船所と船備品についての負債残高として 28.7 万
ポンド。③軍需品倉庫（ordnance magazines）の補填費用として 20 万ポンド。計 63.7 万ポン
4） 　Chandaman,op.cit ., p.197,n1.陸軍の未払い給与は 1660年初期に関わるものであり、1659年ミッドサマー
の「12か月月月割査定税」とクリスマスの「6か月月割査定税」は当年の陸軍経費に向けられたため、陸
軍の負債が 1660年ミッドサマーまでに増大していたとは考えにくい。
5） 　Ibid .,p.197,n.2. 王政復古後の税収 80万ポンド以外に、注 (4)の 1659年ミッドサマ ・ーデイの「12か月月
割査定税」と同年クリスマスの「6か月月割査定税」の税収の一部が用いられたがその額は不明。







軍需品倉庫補填費 20 万ポンドも充分に調達されなかったことである。1660 年ミッドサマーか
ら 1664年ミクルマスまでの 4年 1四半期に財務府から海軍とその軍需部への支払総額（issues）
は 165 万ポンドで、海軍通常編成（normal establishment）への支出が年 30 万ポンド（4年 1




散することと、文政面における負債を処理することであった。1660 年 12 月に、暫定議会に報
告された文政分野の負債は次のようであった。①庶民院が 1660 年中に共和政期消費税の未徴
収分を先取りした支出でなお未返済の 75,000 ポンド。②共和制期の負債で返済が検討された

































年 12 月 29 日の解散直前に取り急ぎまとめられた新たな歳入確定は付け焼刃で欠陥の多いもの
であった。
　新しい歳入確定のためのたたき台として 1660 年 9 月 3 日に、庶民院内委員会が「勧告書」
を出した。11）「勧告書」の中心点は「終身的国王歳入（permanent ordinary revenue）は年額
120 万ポンドとすべし」とした箇所で、これを庶民院は承認している。年額 120 万ポンドの算


















郵便収入・・・・・・・・  21,500 ポンド　
ブドウ酒小売免許・・・・  22,300 ポンド
輸出用石炭税・・・・・・   8,000 ポンド
ディーン・フォレスト・・   4,000 ポンド 13）
計　　　　　　　　　　   819,398 ポンド　　
　819,398 ポンドがチャールズ 2世の「国王私財」すなわち王の裁量下にある非議会的収入を
なしていた。しかし、「請負レント、地代」のうち 45,699 ポンドはすでに消失しており、その
ため国王の入手可能収入は 773,699 ポンドで、必要収入 120 万ポンドを満たすにはなお 425,000
ポンドの新収入が用意されなければならなかった。暫定議会はこの後 9月 14 日から休会とな














13） 　ディーン・フォレストは 1639年 3月に有力地主で製鉄業者のジョン・ウィンターに一時金 10万ポン
ド・・大半は 6カ年払い・・と賃貸料 2000ポンドで一括貸与されたが、長期議会が 42年 3月にこれを停
止した。その後、内乱共和政期については不明であるが、C.J .,viii,150が 60年時点で収入 4,000ポンドと
しているのは何らかの賃貸がなされていたと推測される。酒井重喜『近世イギリスのフォレスト政策』
(2013年 )、332-5頁。































　1661 年 5 月 8 日召集の騎士議会に対して、大法官クラレンドン伯エドワード・ハイドは、さっ
そく確定歳入の不足を補強するよう訴え、騎士議会はこれを受けて、「完璧・不動にして永続















に取り掛かった。議会委員会は 61 年 7 月に報告書を出し、「9月見積」の誤りを正し、消費税
の残りの半分を加算し、さらに国王の手許収入の改善をすることでやっと年収入は 865,000 ポ





とが翌 62 年 5 月に決定された。18）
　炉税の新設は確定的歳入に対する最後の終身的（permanent）補強となったが、これでもな
お 120 万ポンドの調達はできなかった。大蔵卿書記官フィリップ・ウォリックは騎士議会第二
会期の庶民院に「炉税が追加されても全歳入は 978,000 ポンドに過ぎない」と報告し（1663 月
3 月）、議会内調査委員会はこの数字を 1,025,000 ポンドとし、増収を図って 1,082,000 ポンドに


































　チャールズ二世治世当初の負債は、925,000 ポンド（軍関係 37,5 万ポンド＋民政関係 55 万
ポンド）であった。22）またあるべき確定歳入（120 万ポンド）の補強（消費税と炉税）が紆余






の安定化が見られ、④ 63 年 7 月の「4つの補助税」と 64 年 12 月の「国王支援税 (Royal Aid)」
20）　Chandaman,op.cit .,p.205.
21） 　経常的歳入の補強としてなされたのは、1663年の消費税と炉税の業務改善法の施行のみであった。
酒井『財政史』276，375頁。ただ「4つの補助税」が歳入確定に関わるものとして 1663年 7月 27に議会で
承認されている。しかし補助税はあくまで有期のものであり歳入不足を外から一時的に補強するもの
であって歳入そのものの恒久的強化ではなかった。
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23） 　M.P.Ashley, Financial and Commercial Policy under the Cromwellian Protectrate (1934),
pp.176-7.1655-60年の英西戦争はイギリスの海運に大きな損害を与えていた。R. Davis, ,The Rise of the 






　1660 年ミッドサマーから 1662 年ミクルマスまでに政府が確定歳入から得た総純収益は年平




の追加的供与によって政府純収入は年額 785,000 ポンドになり、1661 年ミクルマスから 1664
年ミクルマスまでの追加的供与（「18 か月月割査定税」と「4つの補助税」）によってそれを
年額 1,224,000 ポンドに押し上げた。1660 年ミッドサマーから 1664 年ミクルマスまでを取る
と、この数字は年平均 1,094,000 ポンドとなる。これに臨時収入（チャールズ２世妃ポルトガ
ル・ブラガンサのキャサリンの持参金とダンカークの売却益など）を加えると、王政復古か












24） 　1662年の 減価した銀貨の改鋳による 50万ポンド、1663-4年のダンカーク売却で得た地金の鋳造に
よる 33万ポンドの通貨が供された。Chandaman,op.cit .,p.206,n.2.ダンカーク売却について C.L.Grose,,’

















納分徴収額 57,000 ポンドと王政復古後の税収約 540,000 ポンドがその返済に充てられ、「古い
負債」の残額は約 325,000 ポンド (=92.5万－ 5.7万－ 54万 ) となった。これに王政復古後に生
じた「新たな負債」が加わった。①三大歳入における「先取り」額が約 50 万ポンドと、②そ








（extraneous receipts）からの補強分が 1664 年ミクルマスまでに費消されてしまい、それ以降
は 1663-4 年度の確定歳入（settled revenue）845,000 ポンドだけでやっていかなければならな
くなった。大蔵卿サウサンプトンは1663年ミクルマス以降強力に経費削減政策（retrenchment 
scheme）を展開し、1664 年後半期にかなりの支出削減を実行した。1663 年ミクルマスから















　第 2次英蘭戦争（1665 年 2 月 22 日～ 1667 年 7 月 31 日）が、好転の兆しを見せた財政状態








で、委員の言うとおり第 2次英蘭戦争の戦費と見なすことはできない。64 年 9 月以前の対オ
ランダの戦闘行為の費用は多くても 20 万ポンドとチャンダマンは見ている。32）したがって当
初の委員会報告が示した 5,813,841 ポンドから、78 万ポンドを引き （戦費調査委員会が除外し
たものの広義の英蘭戦争費とすべき）20 万ポンドを加算した 5,250,000 ポンドが第 2次英蘭戦
争の戦費ということになる。
　第 2次英蘭戦争の総戦費 5,250,000 ポンドを賄うべき議会供与は次の 4件であった。
①「36 か月月割査定税」（「国王支援税Royal Aid」、1665 年 2 月 9 日）：月額 68,819 ポンド
②「24か月月割査定税（追加支援税Additional Aid）、1665年 10月 31日）：月額 52,083 ポンド
③「人頭税」（1667 年 1 月 18 日）：総額 500,000 ポンド





①②③④の合計額 4,938,000 ポンドと⑤⑥⑦の合計額 429,000 ポンドを合わせ総計 5,367,000 ポ
ンドが第 2次英蘭戦争のために用意された資金であった。1年の経常費とされた 120 万ポンド




















主であったため貿易の被害は大きかった。これに拍車をかけたのが 1665 年 4 月のペスト大流
行と 1666 年 9 月のロンドン大火であった。戦争 ･ペスト ･大火による 3大間接税の戦時中の
減収は、関税の 320,000 ポンド、消費税の 87,500 ポンド、炉税の 54,000 ポンドで、総額約 46
万ポンドであった。35）1663 年からの景気回復は戦争によって阻止され、戦争終結までに貿易
拡大と民間資本の蓄積は帳消しとなった。戦争にペストと大火の災難が重なり経常収入は激減
した。1663-4 年の経常歳入が 845,000 ポンドで、英蘭間の小競り合いが始まった 1664-5 年の
それは 820,000 ポンドに減少し、本格的戦闘が行われた 1665-7 年の 2か年の平均値は 650,000
ポンドにまで激減した。三大間接税からなる確定歳入に、議会からの有期的供与と臨時収入を









36） 　負債 250万ポンドという数字は 1667年に新しく大蔵委員財政委員に任命された (72年に大蔵卿とな







二 .　クリフォード *期（1667-73 年）・・・「国庫支払い停止」と第3次英蘭戦争
       *Thomas, 1st Lord Cliﬀord(1630-73),大蔵委員(1667)､王室財務官（1668）、大蔵卿（1672-73）
　新大蔵委員会の課題
　第 2次英蘭戦争は 1667 年 7 月 31 日のブレダ条約で終結した。戦争はイギリス国王財政の経











分の不当留保に対する制裁を大蔵省が直接行い､ 為替局・炉税局・諸税局（Agents of Taxes）
を新設して歳入業務の大蔵省統制を強めた。歳入以上に困難な歳出について、各歳出部局の財
務官に対して支出・借入状況の週毎の報告を求め、さらに枢密院を動かして各部局への割当保
証書（imprests）に大蔵委員の署名を必須とする通達を出させた（1668 年 1 月）。また部局外
で国王裁量で支出されるものについて、「機密費」を除いて最終認可の前に大蔵委員への報告
を義務づける国王指令を引き出した。それまで大蔵省は枢密院の下位機関に過ぎなかったが、
1668 年 2 月の枢密院通達が「大蔵省に関する全ての事項は、直ちに大蔵委員会に持ち込まれ
ウィリアム・バクナル、エドワード・バックウェルらの「金融家官僚」の活動について、仙田左千夫『イ
ギリス公債制度発達史論』（1976年）、第四章、酒井『財政史』、351-2,355-6頁他、を参照。






38） 　この期の大蔵省の権限強化については次の研究を参照すべき、S.B.Baxter,　The Development of the 
Treasury, 1660-1702 (1957);H,Roseveare,The Treasury: The Evolution of a British Institution (1969） 










接税の先取り策も終戦時点で、関税 ･消費税について合計 70 万ポンドの「先取り」がすでに
なされていた。炉税については、66 年ミクルマスから 7年間の徴税請負が契約され利率 6％で
25 万ポンドの「アドバンス」がなされ、それより前の 64 年にシティから 65 年のレディデイ
分とミクルマス分と 66 年レディデイ分の炉税収益を担保とする 20 万ポンドの貸付（ローン）
が取り決められていた。第 2次英蘭戦争の戦費調達のためのこの二つの借入は、ともに炉税収
益を担保としていたが、直接徴収体制下の 65 年のレディデイ分とミクルマス分の滞納分と 66
年レディデイ分全額の徴収が請負人に委託されたため「ローン」と「アドバンス」の担保とり
わけ 66 年レディデイ分が重複してシティと徴税請負人が対立する混乱があり、炉税収益の新
たな「先取り」は無理で、しかもすでに 66 年ミクルマスから 7年間の請負契約が執行中で新
たな「アドバンス」を得る望みもなかった。40）ただ消費税は、地方請負が 1665 年 9 月から 68











40） 　注（33）。関税について王政復古期最初の徴税請負の期限が切れる半年前の 67年 3月に同年 9月から 4
カ年の新たな請負契約の交渉がもたれ正式締結より前に 20万ポンドの「アドバンス」が提供されていた。
戦時下のことでその大半が正式締結を待たず全額費消されてしまうという状況で関税徴税請負からの
新たな「アドバンス」の可能性はゼロであった。C.A.F.Meekings,’The City Loans on the Hearth Tax, 
















　第 2 次英蘭戦争終結（1667 年 7 月）直前に大蔵卿サウサンプトンが他界し、新大蔵委員会
が戦後財政の難局に当たったが、その就任後一か月も立たないうちに、財政難打開の妙策とし








た。「先取り割符」に代わる新たな「オーダー ･システム」がこうした狭小な基礎上に 1667 年
10 月以降、三大間接税に次々と適用されていった。43）支払指図証の滑り出しは順調ではなかっ
た。ただ 67 年 12 月に支払指図証の譲渡性の法的確認がなされ、歳出部局の財務官に発給され
ていた従来の証書も支払指図証に置き換えられていった。44）三大間接税以外の収入への適用は
41） 　An Act for granting the sum of twelve hundred and fifty thousand pounds to the King’s Majesty 
for his present further Supply(Car. II,c.i)in J.P.Kenyon,Stuart Constitution(1603-1688),p.389-90.仙田左
千夫『イギリス公債制度発達史論』、116-8頁。
42）　C［alendar　of］.T［reasury］. B［ooks］. ii.5,57,92,iii.213.　Chandaman,op.cit .,p.217.
43） 　C.T.B . ii.192,213, C [alendar of]. S[tate]. P [apers]. D [omestic] .,1667,pp.528-9,　1667-8,pp.112,158. 
支払指図証の利子は 8%であった。C.T.B.  ii.462;Chandaman, op.cit .,p.217.　
㻠㻠䠅㻌䚷㻯㼔㼍㼚㼐㼍㼙㼍㼚㻘op.cit 㻚㻘㼜㻚㻞㻝㻣㻘㼚㻚㻠㻚C.T.B 㻚㻌 㼕㼕㻚㻞㻝㻢㻘㻞㻝㻤㻧㻝㻥㻒㻞㻜㻌㻯㼍㼞㻚㻵㻵㻌㼏㻚㻠㻌in statutes of the Realm 㻘㻡㻘㻝㻢㻞㻤㻙㻤㻜㻘㻌










減であった。これは 1663-4 年に行われたが 65 年の開戦とともに沙汰止みとなり逆に戦時下に
は経常支出も増大した。45）戦時下にあっては戦費支出における経常費と非経常費の区分けは曖
昧になるが、1665 年 3 月から 67 年 3 月の間の文政費（宮内府 household, 納戸部wardrobe, 寝
所部 chamber, 内帑金部 privy purse）は年額 5万ポンドの増を示し先行の 4年間の平均より
30％増えていた。大蔵委員会は、1668 年 7 月に「経費削減計画」を策定し、同年ミクルマス




























・1665-67 年　　650,000( 最低値 ) ポンド
・1667-68 年　　814,000(62-3 年水準に回復 ) ポンド　　　　　839,000 ポンド
・1668-69 年　　873,000( 戦前最高値に )ポンド　　　　　　　884,000 ポンド
・1669-70 年      954,000( 失地完全回復 )ポンド　　　　　　　954,000 ポンド
　このように収入が確実に増大し（負債返済を除いた）支出を賄いうるまでになったが、負債
は戦後も増大の一途をたどりその額は 300 万ポンドにも達した。48）負債の増大に対応するため








開するために、1670 年に 3 つの新政策が試みられた。第一は、永代借地地代（fee farm rent
支払義務）の売却、第二は、追加的議会的供与 (additional parliamentary supplies)、第三は、
フランス・ルイ 14 世からの資金入手であった。永代借地は僅少な地代の支払義務を伴った自
立性の高い土地保有態様で単純封土権 (fee simple) より劣るものの自由保有権 (free hold) に
近い性格を持っていた。17 世紀の慣習保有農の 80%、イングランド人口の 1/3 を占めていた
謄本土地保有農は永代借地地代の購入によってより私有性が強い保有権をもつことができた。
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第９会期（1670 年 2 月 14 日～ 71 年 4 月 22 日）では、膨大な負債は戦争・ペスト・大火とい
う外的理由によるもので、その削減のための追加的議会供与を求める政府は議会に強い姿勢で
臨んだ。しかもフランスのネーデルランド侵攻に対抗してイギリス・オランダ・スウェーデン
の三国同盟（1668 年 1 月）を結んだことが議会の歓心を呼んだと見た政府側は、追加供与承
認を楽観していた。しかし、第 7会期（1667 年 10 月 10 日～ 1669 年 3 月 1 日）は建艦費のた
めのワイン・麻・ブランディ・タバコへの追加関税を認めただけで、第 8会期（1669 年 10 月




①三国同盟政策の推進のためにフランスに対抗する海軍向けの補助税（1671 年 3 月）
政府負債削減を目的とした新税
② 1670 年ミッドサマーから 8年間輸入ワインへの追加税
③ 1671 年ミッドサマーから 6年間の追加消費税
④ 1671 年 5 月から 9年間の法律文書課税（Law Duty）
　以上のほかに広範な輸入品への追加関税も承認される運びとなっていたが、この税の目的に
国王負債削減が盛り込まれてはいたものの実質的にはフランスからの輸入品を締め出すことが
主意であり、その重商主義的傾向が両院間で論争を呼び、71 年 4 月 22 日の会期停会によって
未成立に終わった。52）
50） 　Ibid .,p.115.酒井重喜「ジェームズ一世の謄本土地保有改革」『熊本学園大学経済論集』21巻 1－ 4合併
号（2014年）。
51） 　D.Lスミスはチャールズ2世騎士議会の第9会期を1669年10月19日~12月11日としている。D.L.Smith,, 
The Stuart Parliaments 1603-1689(1999),p.237.J.Wroughton, Stuart Age 1603-1714(1997),pp.17-21には







1670 年の 3つの収入政策は、永代借地地代売却、追加的議会的供与、フランス・ルイ 14 世
からの資金獲得であった。後２者は政治色の強いものでしかも正反対の性格を持ったものであ
った。フランスに対して反抗と親近という真逆の性格を持っていた。反仏三国同盟（1668 年）
路線と英仏間の秘密協定「ドーヴァーの密約」路線とである。1670 年 5 月 22 日に結ばれた
「ドーヴァーの密約」の内容は、①チャールズ 2世のカトリック改宗宣言に対してルイ 14 世が
200 万リーブル（約 150,000 ポンド）を支払う、②イギリスがフランスと共同でオランダ侵攻
をしその間年額 300 万リーブル（約 225,000 ポンド）をフランスがイギリスに支払う、という
ものであった。1672 年 5 月に、「（第 2次）信仰自由宣言」公布と第 3次英蘭戦争開戦がなされ、
これは「密約」の宗教面と戦争面でのイギリス側の約束履行であった。フランスは宗教面での


















文献が参照されるべき。C.L.Grose, ’Louis XIV’s Financial Relations with CharlesII and the English 
Parliament’,The Journal of Modern History (1929),1-2; M.D.Lee, ’The Earl of Arlington and the 















の密約」）は最後のものを除いて即効性のあるものではなかった。1670 年 9 月から 71 年 9 月
までの会計年の経常収入は約 84 万ポンドであった。関税請負（1667 年 9 月から 4か年）と消
費税請負（68 年 6 月～ 71 年 6 月）の期限切れに関わる業務上の煩瑣な作業が収益を減じたこ




























が開けたかにみえた。その矢先の 1672 年 1 月に支払指図証に対する 1年間の返済停止が公示
された。ながらく懸念されていたが諸策を尽くして顕在化するのを抑止していたものがこの時
点で持ち堪えられなくなったのである。57）
　「国庫支払い停止The Stop of the Exchequer」の直接的原因は、1670 年 5 月の「ドーヴァー




















57） 　クリフォードはすでに 1667年時点で国家破産の可能性を考慮していた。K.H.D.Haley,The First Earl 
of Shaftesbury(1968),pp.293-4.
58） 　国王財政に大きな地位を占めていたバクナルや関税 ･消費税の徴税請負人からの借入もますま
す入手困難となり 1671年には実際に止まった。C.T.B .,ii,265,iii.62.チャンダマンは Chandaman,op.
































指図証 (fee-farm orders) を用いることを認め、さらにこれを（他財源を担保とする支払指図




















　支払指図証への財務府からの払い戻しは 1671 年 12 月 18 日に停止された。最初は公的裏付
けのない臨時措置であったが、72 年 1 月 7 日に大蔵省に枢密顧問官・大蔵委員・財務府役人・
銀行業者が招集されそこで「停止」が公的に承認され、1月 17 日に臨時の停止を公式のもの
とする国璽付開封勅許状が出された。この「国庫支払い停止」の内容は、① 1671 年 12 月 18




「24 か月月割査定税」（「追加的献上金 ,additional aid」、1665 年 10 月承認）
「11 か月月割査定税」（1667 年 2 月承認）
「補助税」（1671 年 3 月承認）
61） 　C.S.P.D .,1671-2,pp.87-8; C.T.B .,iii,1007,1172,1216. 元金の支払が停止され停止期間の利子６％の保証がな
されたが、実際は利子支払いは再開と停止をその後幾度か繰り返した。仙田左千夫『イギリス公債制度
発達史論』121-22頁。
62） 　元来期限付で議会承認を得ていた輸入酒への追加関税が自由鋳造費税 coinage dutyとして 1666年か
ら 1688年までの間に 2回、造幣局での自由鋳造費調達のために賦課された。18&19　Car.II c.5, Statute 















　その間に「ドーヴァーの密約」のイギリス側の約束の履行が進められた。まず 1672 年 3 月
15 日に「ドーヴァーの密約」の宗教条項を履行する「信仰自由令」の公布がなされ、72 年 3
月 17 日に戦争条項である英蘭戦争開戦が相次いでなされた。非国教徒を容認する「信仰自由
令」は、「密約」で約束された「チャールズ 2世のカトリック改宗とその宣明」の対価として








　第 3次英蘭戦争のバランスシートは次のようであった。戦争は 1672 年 3 月から 1674 年 2
月までであったが、戦前の準備と戦後の未払い給与の支払いがあったので、1671 年 3 月から
1675 年 9 月までの期間の収支を検証しなければならない。
　戦費支出











①海軍、軍需部、陸軍向けの経常支出を支弁する年額 610,000 ポンドの 4か年半分（＝ 2,745,000
ポンド）。









　従って第３次英蘭戦争全体の収支差額は（①+② +③ +④ +⑤ +⑥－㈠－㈡＝）約マイナ
ス 640,000 ポンドであった。
　第３次英蘭戦争収支は 640,000 ポンドの赤字であり、戦争の２か年と前後２か年半の計 4か
年半の戦時財政の結果として大き過ぎるということはない。戦争による収入減は関税について




益力を次第に顕在化させていた。①第 3次英蘭戦争前後 3か年（71 年 9 月～ 74 年 9 月）の経
常収入は 68 年以来の増加傾向を取り戻し、1671-2 年 100 万ポンド、72-73 年 100.7 万ポンド、
73-74 年 102.8 万ポンドと 100 万ポンドを超えるまでになっていた。65）これに、②議会の追加
的供与、年平均 285,000 ポンド、③永代借地売却益、65 万ポンド、④フランスからの宗教関係
の援助金など、を加算して政府の総収入は次のようであった。永代借地地代売却の進展があっ







持った。「国庫支払い停止」は予定通り 1673 年 1 月に期限切れとされることはなく、同年 5月
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